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　世界経済の発展やボーダレス化が進み人々の生活が豊か
になる一方で、気候変動や資源の枯渇、経済格差・貧困・人権
問題、さらには感染症(パンデミック)や地政学的問題など、
地球規模でのリスクや社会課題が、私たちの日常生活や
経済・市場の安定化に大きく影響し、先行きが不透明に
なっています。

　このような不確実な世の中にあって、私たちの強みである
「見る・測る・分析する」力から生まれる計測・分析データは、
社会に必要不可欠であり、そのニーズはますます拡大して
いくと考えています。見えないものを見えるようにする。
わからないものをわかるようにしていく。正しく知ることが
社会課題解決の起点になります。私たちの強みを活かした
事業を通じてお客様や社会の課題を解決すること、こうした
社会の変化に対応できる力を備えること、強化し続ける
ことが、企業としての持続的な成長、さらに社会全体の
サステナビリティの実現のために必要であると考えます。

　当社グループでは、国際社会の共通ルールであり達成目標
に位置づけられるSDGsを踏まえ、５つのマテリアリティを
特定し、社会からの要請に対して、事業特性やビジネスモデル
を活かし、どのような社会課題の解決に取り組むべきか、世の
中に役立つことができるのかを明確にしています。たとえば、
環境に配慮した製品・サービスと、顧客の環境負荷を削減する
ソリューションの提供に取り組み、また、自社において、省
エネルギー・省資源と環境負荷低減に配慮した事業活動を
推進することで、持続可能な地球環境に貢献します。また、

医療、水・食品、社会インフラへの取り組みで、健康で安全、
安心な暮らしに、お客様やパートナーの研究開発や生産
現場の生産性向上、製品の品質向上を支えることで、科学と
産業の持続的発展に、バリューチェーン全体で取り組んで
いきます。

社会課題起点で価値を創出していく姿勢を「サステナビリ
ティ宣言2030」として明確に示し、当社グループがこの3年
間で取り組む方向性を2030年のありたき姿からバックキャ
ストして策定した計画が「2024中期経営計画」です。私たち
は、「見る・測る・分析する」力で社会課題を解決し、産業界と、
社会・環境の、持続可能な発展に貢献し、企業として持続的に
成長し続けるとともに、これからも社会に必要とされ続ける
企業であることをめざしていきます。

株式会社日立ハイテク
代表取締役　取締役社長

飯泉 孝

私たちの強みである『見る・測る・分析する』力で社会課題解決に大きく貢献していきます。
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サステナビリティ宣言2030と、事業ごとのありたき姿
サステナビリティ宣言2030

私たち日立ハイテクグループは、多様な人財が活躍できる健全な経営基盤をもとに、
「見る・測る・分析する」技術を活用し、お客様・パートナーとともに成長し続け、

「持続可能な地球環境」「健康で安全、安心な暮らし」「科学と産業の持続的発展」の実現に貢献します

各事業セグメントの2030年のありたき姿

ありたき姿からバックキャスト

サステナビリティ宣言2030を掲げ、社会課題起点で価値を創出

日立ハイテクグループ2024中期経営計画

コアテクノロジー
ソリューション

あらゆる産業において微粒子管理の重
要性が増す中で、日立ハイテクが保有す
る基盤技術・コア技術を強化し、顧客課
題を解決するための「計測・検査ソリュー
ション」を創出し続けることにより、社会・
環境価値の提供に貢献する。

アナリティカル
ソリューション

2030年には医療の質の向上と早期治
療がいっそう求められる中で、体外診断
において、生化学・免疫検査に加え、遺
伝子検査・ゲノム情報解析技術を駆使し
た分子診断ソリューションの提供によ
り、患者視点での医療価値の向上や難
病診断（がん等）高度化につなげ、人々
のQoL向上に貢献する。

ナノテクノロジー
ソリューション

今後あらゆる産業でデジタル化が進展
し半導体の利用がますます拡大する中、
半導体の高性能化・低消費電力化、さら
には、製造時の消費電力など様々な環
境負荷低減が求められる。2030年に向
けて、半導体の製造向けソリューション
を提供するとともに、製造時の環境負荷
を低減することで、デジタル社会の進展
と脱炭素社会の実現に貢献する。

バリューチェーン
ソリューション

2030年に向けてサーキュラーエコノミー
(循環型バリューチェーン)構築が求められ
る中、様々な産業分野で「エンジニアリン
グチェーン」と「サプライチェーン」が抱え
る単独、単品では解決できない複雑な課
題に対して、グローバルフロント力と顧客
協創により、先駆的、多面的で最適な解決
策を提供するエコシステムを創生し、循環
型社会と脱炭素社会の実現に貢献する。
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持続可能な
地球環境への貢献

マテリアリティ 1

健康で安全、安心な
暮らしへの貢献

マテリアリティ 2

科学と産業の
持続的発展への貢献

マテリアリティ 3

健全な
経営基盤の確立

マテリアリティ 4

多様な
人財の育成と活用

マテリアリティ 5

活動目標

世界の
発展

技術の
発展

●脱炭素社会の実現
●循環型社会の実現
●自然共生社会の実現

●予防医療へのアクセス拡大
●水・食品の安全性確保
●社会インフラの安全性確保

●科学技術の発展
●生産現場のレジリエンス実現

●健全なガバナンスの実現
●製品安全性の確保
●CSRサプライチェーンの実現

●ダイバーシティ経営の推進
●多様な人財育成の推進
●健康で安全な職場環境の確保

関連するSDGs

マテリアリティと
活動目標及び関連するSDGs

日立ハイテクグループは、社会課題解決のために取り組むべきマテリアリティ（重要課題）
として、国際社会の共通ルールであり達成目標に位置づけられているSDGs（持続可能な
開発目標）を踏まえて、「社会からの要請」と「事業の重要性」の２つの視点から、5つの
テーマを特定しています。

日立
ハイテク
グループの
事業基盤の
高度化
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1
マテリアリティ

持続可能な
地球環境への貢献

脱炭素社会
の実現

1
循環型社会
の実現

2
自然共生社会
の実現

3
［活動目標］

CO2

［活動計画］

共通の
取り組み

該当する
事業セグメント

1

活動目標取り組み内容 社会・環境価値 2023年度計画2022年度実績 2024年度計画

※1 環境マネジメントシステム等を通して環境活動が進んでいるパートナー企業

高性能・低価格な
半導体の製造・検
査ソリューション
の提供

● 省電力化と処理能力を向上させた新た
な装置の開発

● 高感度・高処理能力を両立した新たな
検査装置の販売開始

● 検査・計測装置と、AIを用いたMIソ
リューションを組み合わせ提供するこ
とで、半導体素材開発の高効率化に貢献

● 省電力化と処理能力を向上させた新た
な装置の開発継続

● 既存製品の販売継続

● 省電力化と処理能力を向上させた新た
な装置のリリースに向けた取り組み

● 製造するウェーハ1枚当たりのCO₂排
出量の削減

● 定期交換部品の長寿命化による、廃棄
部品量の削減

● デジタル社会の進展
に伴うCO₂排出量増
加の抑制への貢献

● 半導体の製造や使用
における電力消費に
起因するCO₂排出量
の抑制への貢献

1

カーボンニュートラ
ルを実現する材料
の研究・開発にお
ける計測・検査ソ
リューションの提供

● 計測・検査ソリューションの提供継続
● 電池/触媒/電子材/異物の粒子計測お
よび材料分析の自動化への取り組み

● 次世代材料の研究・開発に、各国の企
業・大学・研究機関と取り組み

● 燃料電池や太陽電池、全固体電池など
の次世代電池開発と、触媒研究、材料開
発に向けたソリューションの提供継続

●ソリューション提供地域の拡大
● 計測及び分析の自動化機能向上への取
り組み継続

● 地球温暖化抑止、カーボンニュートラル実
現のための材料開発の高効率化への貢献

● 脱炭素社会実現への
貢献2

電動化をけん引
する、安全で高効
率なLiBの製造と
次世代電池の開
発に貢献するソ
リューション

●量産性能の高いLiB製造設備の開発継続
● LiB製造メーカーにインラインでの異
物検査装置を納入。製造の最終工程で
不良に繋がる金属異物の検査を上流で
検知することで、生産効率化と工程改
善に貢献

● 次世代電池の開発を目指す電池メーカー
にエンジニアを派遣し技術支援を実施

● 量産性能の高いLiB製造設備の開発継
続：高速・高精度技術の検証・開発

● LiB製造設備の提供先の拡大
● インラインでの異物検査装置を導入す
ることで、LiBの製造過程で不良要因を
取り除き、不良率解消や消費電力なら
びに廃棄材料の削減を加速

●次世代電池の開発をめざす顧客に派遣
するエンジニアの増員と、次世代電池
製造設備の提供を通じて、顧客の試作
やパイロット生産を実現

● LiB製造設備の提供先の拡大継続
● 量産性能の高いLiB製造設備の開発継続
● 上流を含めた製造工程全体における、
DXを活用した全数検査の実施による、
不良率の大幅低減

● 次世代電池製造設備の提供先の拡大

●  脱炭素型のモビリ
ティの普及への貢献3

当社グループグロー
バルでのファクトリー・
オフィスのカーボン
ニュートラルをめざし
た、創エネ、再エネ導
入、省エネの取り組み

●再生可能エネルギーへの切り替え
●CO₂排出量：27.4千t-CO₂
● 当年度にカーボンニュートラルを達成
した国内拠点数：0(累計7)

● CDP評価Aを獲得

● 再生可能エネルギーへの切り替え
● CO₂排出量：23.0千t-CO₂以下
● 当年度にカーボンニュートラルを達成
した国内拠点数：0(累計7)

● 計画的な環境設備投資の実行

● 再生可能エネルギーへの切り替え
● CO₂排出量：18.6千t-CO₂以下
● 当年度にカーボンニュートラルを達成
した国内拠点数：1(累計8)

● 計画的な環境設備投資の実行

●  CO2排出量の削減
(Scope1,2)4

自社製品の調達
パートナーにおけ
るCO2削減への
支援と、顧客への
提供をめざした
事業化

● 調達パートナーのCO２排出量を把握開始：
【実績】558社
/把握想定対象社数1,590
(当年度依頼社数約800)　
把握率35.1%

● 環境先進パートナー企業※1のCO２排出
量削減に向けたサポートを開始

● 調達パートナーのCO２排出量の把握継続：
【目標】833社(累計)
/把握想定対象社数1,616
(当年度依頼社数1,189)
把握率51.5%

● 環境先進パートナー企業へのCO２排出
量削減に向けたサポート継続と他調達
パートナーへの横展開

● 国内サプライヤーのCO２排出量の収
集・集計を可能にするGHG算定ツール
(Webシステム)の運用開始

● 調達パートナーのCO２排出量の把握継続：
【目標】1,131社(累計)
/把握想定対象社数1,616
(当年度依頼社数1,616)
把握率70%

●海外の調達パートナーに対してもCO２
排出量の把握をめざす

● 環境先進パートナー企業の拡大
●サプライヤーのCO₂排出量を収集・集計
するGHG算定ツール(Webシステム)の
当社グループ展開と事業化をめざす

※海外の調達
　パートナー含む

● CO2排出量削減への
貢献(Scope3)5

共通の
取り組み
4事業

セグメント
以外

アナリティカルソリューション

バリューチェーンソリューション

ナノテクノロジーソリューション

コアテクノロジーソリューション
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1
マテリアリティ

持続可能な
地球環境への貢献

脱炭素社会
の実現

1
循環型社会
の実現

2
自然共生社会
の実現

3
［活動目標］

CO2

［活動計画］
該当する

事業セグメント活動目標取り組み内容 社会・環境価値 2023年度計画2022年度実績 2024年度計画

商用EVフリート
マネジメント事業
者※2を起点に、リ
チウムイオン電池
のリユース・リサイ
クル、製造などの
バリューチェーン
において、顧客の
企業価値を向上さ
せるソリューショ
ンを開発し提供

● 車載リチウムイオン電池用遠隔劣化診
断サービス事業の開発、顧客PoC・PoV
実施

● EV導入に伴うCO2排出抑制効果等の
数値化を可能にする、EV移行シミュ
レーションアプリを開発中

● 車載リチウムイオン電池用遠隔劣化診
断サービス事業の顧客PoC・PoV実施、
事業化準備

● EV移行シミュレーションアプリを用
いて、EV車の新規導入・内燃機関車(ガ
ソリン車、ディーゼル車等)からの切替
提案作成業務でのPoV実施

● EV・リチウムイオン電池等のバリュー
チェーンを構成する、カーリース等の
フリート事業者・再生事業者・蓄電事業
者などに、当該ソリューションをパー
トナー企業と共に、グローバルに提供

● EVへの移行促進
● リチウムイオン電池
資源の寿命延伸

● 貴重な有価金属の有
効活用

● 生産・リサイクル工程
の環境負荷軽減

6
1
2

4事業
セグメント
以外

生物多様性保全
の取り組み

生物多様性保全活動の実施と、従業員へ
の活動機会の提供
●「高尾の森自然学校」での活動開始
●「日立ハイテクサイエンスの森」にて、
インセクトホテル増設とメンテナンス
実施

●「日立ハイテクやさとの森」にて、地域
在来種植樹、観察

● 在宅でできるハイブリッドな生物多様
性保全活動を実施

生物多様性保活動の実施と、従業員への
活動機会の提供継続
●「高尾の森自然学校」での活動拡大
● 「日立ハイテクやさとの森」にて、枝打
ち、鳥の巣箱の整備、観察

● 在宅でできる生物多様性保全活動拡充

生物多様性が保全される地域と種の拡大
をめざした活動の推進
●「日立ハイテクサイエンスの森」OECM※4

認定
●「日立ハイテクやさとの森」針広混交林
エリアの拡充

● 自然共生社会の実現
への貢献

● 従業員が地球環境保
全の面から業務・事
業を見直す意識の向
上と活動の実施

9 3

アナリティカルソリューション

バリューチェーンソリューション

ナノテクノロジーソリューション

コアテクノロジーソリューション

リサイクル材を
使用したアルミ
ニウム製品の製
造を可能にする
新工法の開発と
提供

● リサイクル100％材のアルミ板新工法
（アルミホットスタンプ）を事業化。量
産化に向けパートナーと協業開始

● リサイクルアルミ100％のアルミ板を
用いて、椅子、スノープッシャーへの適
用のほか、国内自転車メーカーと協業
して自転車のフレームを開発しフェス
タに出展

● 産業用ロボットの研究開発で試作に
参画

● リサイクルアルミ100％のフレームを
用いた自転車の量産販売への貢献

● 産業用ロボットへの適用検討への参画
継続

● リサイクル100％のアルミ板を用いた
製品の拡大

● 対象製品の拡大：EV/小型モビリティ
(2輪車含む)関連の車体部品、ドアパ
ネル等

● 対象顧客の拡大、提供地域の拡大

● モノづくりにおける
アルミリサイクル実
現への貢献

7

8
当社国内グルー
プの資源利用効
率および水利用
効率の改善に向
けた取り組み

● 廃棄物発生量：原単位38.9％改善※3

● 水使用量：原単位61.9％改善※3
● 廃棄物発生量：原単位37%以上改善※3

● 水使用量：原単位48.9％以上改善※3
● 廃棄物発生量：原単位38.1%以上改善※3

● 水使用量：原単位49.5％以上改善※3

● 省資源、廃棄物削減
および水資源の有効
活用

共通の
取り組み

2

※2 運送会社やバス、タクシー、レンタカー、リース会社など、人や物の移動を目的に、多くの車両をもとに運用する事業者。
※3 基準年度：2010年度
※4 国立公園などの保護地区以外の、生物多様性を保全しうる地域での、民間と連携した自然環境保全



日立ハイテク
グループの
マテリアリティ

持続可能な
地球環境への貢献

マテリアリティ 1

科学と産業の
持続的発展への貢献

マテリアリティ 3
半導体製造
向け

ソリューション

半導体の
開発期間
短縮

処理能力及び
低消費電力等の
環境性能向上

半導体の
生産性向上、
装置の
安定稼働

高性能で
低価格な

半導体の製造
及び

安定供給 半導体利用
拡大による
データ活用の
促進・生産現場
の効率化

半導体の
製造における
環境負荷低減

LiB製造・
次世代電池
開発向け
ソリューション

LiB製造の
効率向上と
不良率低減

次世代電池
開発支援

高性能・
安全な
電池製造

高品質・
高効率な
LiBの製造

脱炭素型
モビリティの
普及

脱炭素社会
循環型社会
の実現

地球環境への貢献

デジタル社会
の進展

持続的発展への貢献

社会・環境価値顧客の先にいる
ステークホルダーに提供する価値

顧客に
提供する価値

ナノテクノロジーソリューションの「指標の連鎖図」

取り組み内容の詳細

半導体製造における省電力化と高処
理能力化に国内外で取り組み、デジタ
ル社会の脱炭素化に貢献

半導体需要の拡大に伴い、半導体製造にお
ける電力消費量やCO₂排出量の増加が課
題となっています。顧客の半導体製造プロ
セスにおける加工・計測・検査工程にかかわ
る装置を開発・提供している当社は、こうし
た課題に対し、製造・販売を継続している装
置と、開発を進めている新しい装置の、両面
から対策を進めています。既存製品につい
ては定期交換部品の長寿命化を図り、部品
の廃棄量を軽減しています。また新たに開
発する装置は高速処理化を追求し、ウェー
ハ1枚当たりの処理にかかる電力の省力化
をはじめとする環境負荷の低減を進めます。
・2022年度は、半導体を検査・計測する、当
社のFEB測長装置CG7300とマテリアル
ズ・インフォマティクス（Materials Informat-
ics、以下MI＊1）を組み合わせ、これまで人が
行っていた検査を、AIを用いてスピーディー
に行えるようにし、半導体素材メーカーに採
用いただきました。半導体の計測と、その
データをAIで確認できるMIソリューションの
組み合わせは、当社独自の技術です。
・高感度・高スループットを両立したウェーハ
表面検査装置「LS9600」も販売を開始し、
半導体デバイスの量産において、歩留まり
向上や検査コスト削減に貢献しています。

2022年度実績

1 脱炭素社会の実現活動
目標

高性能・低価格な半導体の製
造・検査ソリューションの提供1
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・コロナ禍によりサプライチェーンが混乱する中で、当社
の装置を使っている顧客が必要とするパーツについて、
調達先を増やすことで、顧客に確実に提供し、顧客の
事業継続に貢献しました。今後、不測の事態に備え、
パーツの調達先を増やす方向で進めています。
・省電力・高処理能力化に取り組む中、2022年8月には
米国に新たな協創拠点「ナノテクノロジーイノベーショ
ンセンターポートランド」を設立しました。新たな拠点は
半導体製造の各製造工程で顧客との連携を強化し、
開発期間の短縮や生産・歩留まり向上に向けたソ
リューション開発を実現す
ることで、今後、CO₂排出
量抑制や省電力化に貢献
します。マクロな観点では、
高性能・低価格な半導体
の生産に寄与することで、
デジタル社会の進展に伴
うCO₂排出量の抑制にも
貢献していきます。

取り組み内容の詳細

2022年の米国での拠点設立に続き、台湾・韓
国にも顧客との協創拠点を設立します。これま
で検査・計測には対象ウェーハを日本に持ち込
んでいただく必要がありました。現地に当社の
拠点を作れば、移動時間や手間を大幅に削減で
き、エネルギー消費量やCO₂排出量の抑制も
可能です。新たな協創拠点で現地の顧客との距
離を縮め、関係を深化させることで、新たな価
値を創造・提供していきます。

米国に続き、新たな協創拠点を台湾・韓国にも
展開。顧客との関係を強化し、環境負荷の軽減
を図る

2024年度に向けた取り組み

＊1　詳細は、マテリアリティ3の、活動計画1をご覧ください。

地球温暖化の加速を抑止する次世代材料の開
発を支援

地球温暖化の急速な進行が懸念される中、カーボ
ンニュートラル実現のため、次世代材料開発の高
効率化が求められています。特に次世代電池や、
水素社会の実現に向けた触媒研究、そしてバイオ
プラスチック開発は、カーボンニュートラル実現の
ため世界中で研究や開発が進められています。次
世代電池の中でも開発が進む全固体電池の製造
においては、材料品質を安定させることが量産化
において重要な課題です。当社は、次世代電池材
料の品質管理にかかわる解析や分析に装置で寄
与しています。また、一切CO₂を排出しない次世代
エネルギーとして注目されているのが水素です。
しかし水素社会実現のためには、水素を作ること
から着手する必要があり、また水素は「作る」にも
「使う」にも触媒が必要です。その触媒研究のため
にも、やはり解析・分析装置が活躍しています。ま
た海洋生態系への影響が懸念されるマイクロプラ
スチックに代わるものとして、生分解プラスチック
やバイオマスプラスチックの開発も急がれます。バ
イオプラスチックの開発においても、より安全で環
境負荷の低い材料を探すことが、大きな課題で
す。地球環境を守り、温暖化を抑止するためには、
どんな分野においても、材料開発が重要なキーと
なっています。当社は、電子顕微鏡や分析装置・解
析装置などのコア技術と、見る・測る・分析する技
術、知見を活用し、各国の企業・大学・研究機関と
共同でこれらの取り組みを進めていきます。

2022年度実績

カーボンニュートラルを実現する
材料の研究・開発における計測・
検査ソリューションの提供

2

2022年度実績

電動化をけん引する、安全で高効
率なLiBの製造と次世代電池の開
発に貢献するソリューション

3

ガソリン車やディーゼル車のEVシフトが加速する
とともに、次世代電池の開発も進んでいます。当社
は、LiB製造設備と次世代電池試作製造設備の提
供を継続するとともに、新たに次世代電池製造に
参入したメーカーにエンジニアを派遣し、技術的な

次世代電池の開発と製造に貢献

ウェーハ表面検査装置LS9600

エネルギー不足問題や温暖化、循環型社会の実
現等、地球規模の課題が噴出する中、これらの
課題解決に向けた材料開発への要求が多様化・
高度化しています。こうした課題に有用な材料
の開発はますます難しくなっていますが、当社は、
装置の提供エリアの拡大や、データ解析の自動
化、機能向上を引き続き継続し、課題解決のた
めの材料開発の効率化と加速に寄与します。難
化する材料開発には、データ解析のスピードアッ
プだけでなく、データをどう解釈するかも重要で
す。当社は、AI等を用いた、マテリアルズ・イン
フォマティクスを活用した独自のMIソリューショ
ン＊1で、データ解釈もスピードアップできるよう、
引き続き貢献していきます。

地球温暖化が進行する中、それを食い止めるた
めの材料開発に取り組む

2024年度に向けた取り組み
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取り組み内容の詳細

次世代電池のニーズが急速に高まる中、国内外
で安全で、不良率の低い次世代電池製造設備の
開発が急がれます。今後は、派遣するエンジニア
を増員し、次世代電池製造現場で顧客との課題

次世代電池製造メーカーへの派遣エンジニア
を増員して協力体制を強化。異物問題をデー
タで改善するソリューション・製造ＤＸの実現
をめざす

2024年度に向けた取り組み

X線異物解析装置EA8000A

支援を行っています。現地では信頼関係を構築した
うえでメーカーの希望を聴き、製造設備の構想提
案も行っています。2022年には一部のメーカーに
試作設備を提供し、試作を開始しています。
次世代電池の用途は多様化しており、次世代電池
に求められる規格や設計も大きく変化しています。
中でも近年、LiBは大型化しており、それに伴い使
う材料の増加や、安全面でも課題が多数見つかっ
ています。大型LiBで不良が発生すると、コストや安
全面での損失が大きいため、確実に不良がはじき
出せる検査は、どの次世代電池製造メーカーにとっ
ても必要です。2022年、当社はLiB製造における
不良率の改善につながり、全数検査が可能になる、
電子顕微鏡とX線異物分析装置によるインライン
検査ソリューションを提供しました。これまで抜き取
りだった検査が全数検査になることで、不良予測を
上流工程で検知することが可能になりました。電池
の規格や設計が大きく変化しようとしている中で、
量産に向けては歩留まり等の課題があります。現
在、当社は、顧客における、量産に向けた不良要因
など、製品の製造過程における課題の洗い出しを
進めています。また国内・海外問わず、次世代電池
製造メーカーとの協業も加速させています。

気候変動への対応と脱炭素社会の実現をめざし、
グループグローバルでのCO₂削減に取り組む

2022年度実績

当社グループグローバルでのファクト
リー・オフィスのカーボンニュートラル
をめざした、創エネ、再エネ導入、省エ
ネの取り組み

4

当社グループにおける事業活動で使用するエネル
ギーの約97％が電力使用によるものです。効率的な
CO₂排出削減には、電力の再生可能エネルギーへの
切り替えが効果的です。当社は2027年度までの
CO₂排出ゼロをめざし、海外も含めたグループ全体

＊2 CDP：英国の独立非営利団体。世界の投資家の依頼を受け、企業の「気候変動」
  「ウォーター（水）」「フォレスト（森林）」に関する情報を調査し、評価・公開しています

2023年7月には、CO₂排出量の比較的大きな
当社の製造拠点である、笠戸地区で再エネ電力
への切り替えを実施します。また、その他省エネ
投資や再エネ電力などの利用も継続の予定です。

国内製造拠点の再エネ電力転換をさらに促進
し、海外拠点のCO２削減計画を策定

2024年度に向けた取り組み

で、再エネ電力への切り替えを最優先事項として推
進しています。2021年度にはインターナルカーボン
プライシング制度（内部炭素価格1 4 , 0 0 0円
/t-CO₂）を導入しており、国内製造拠点においては、
2022年度の投資分より適用を開始しました。国内
製造拠点においては、さらに継続的な省エネ投資や
再エネ電力への切り替えおよび、オフセットクレジッ
トの継続的な利用に基づき、排出削減活動を推進し
ました。海外拠点については、カーボン ニュートラル
をめざす中で、取り組み方針や必要コストについて
説明し、今後、計画を策定し加速させる予定です。
また、当社グループは、CDP＊2から、2022年度に、
「環境問題の管理においてベストプラクティスを行っ
ている」とする「リーダーシップ：A」の評価を初めて
取得しました。同時に「サプライヤーエンゲージメント
評価(SER)」において最高評価にあたる「サプライ
ヤー・エンゲージメント・リーダー」に2年連続で選定
されました。これは、当社グループのサプライチェー
ン全体における温室効果ガス排出量の削減活動が
評価されたもので、当社として今回初めての選定と
なります。なお、当社グループは、Scope3のCO₂排
出量を削減し、2050年度までに、バリューチェーンを
通じたカーボンニュートラルの達成を目標に掲げて
います。詳細は、活動計画5をご覧ください。

共有と早期解決を図り、2024年度は、次世代電
池のパイロット生産の実現に貢献していきます。
安全で不良率の低い設備のためには、検査で見
えてくる異物問題をデータで改善するソリュー
ション・製造ＤＸの実現が急務です。当社は、設備
や技術の開発に注力し、より安全なEVの普及と
脱炭素社会・循環型社会の実現をめざします。
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取り組み内容の詳細

ショットキー走査電子顕微鏡SU5000は、使用経験
の少ないユーザーに対して「美しい像が得られる体
験」と一人で習熟・熟達していける「成功体験」を、
熟達したユーザーに対しては豊富な機能で実現す
る「心地よい体験」を、それぞれ提供することを目標
に開発された、汎用タイプの走査電子顕微鏡
(SEM)です。試料室をすべて大気開放しての試料
交換が可能であり、試料へのサイズ制限を極力低
減するようにデザインされています。低真空モード
の使用により、一般的なSEMでは観察が困難な電
気を流さない試料の観察も可能です。下記の工夫
により、動作時および待機時の消費電力を、従来機
種と比較し、それぞれ約56%、58%低減しました。
・真空排気用のロータリーポンプを2台から1台に削
減しました。従来は、高真空モードと低真空モードを
両立させるためには2台のロータリーポンプが必要
でしたが、真空排気系の工夫により、ロータリーポ
ンプを1台に集約できました。
・ショットキー電子源は有寿命品のため、サービスエ
ンジニアによる交換作業が発生します。作業完了後
には、電子源コンディショニングや電子源エイジン
グといったサービスエンジニアによる長時間に及ぶ
手動作業が必要でしたが、これを自動化しました。
サービスエンジニアが作業できない夜間に装置が
自動で立ち上がることで、翌朝から装置を使用でき

Topic
自社製品の機能向上に取り組み、製
品の使用に伴う環境負荷の低減を
めざす

1

るようになりました。また、設備の計画停電の際、
ユーザーが装置の電源を完全に停止する場合で
も、立ち上げにサービスエンジニアの手がいらず、
顧客自身で安心して装置を再起動できるようにな
りました。
・SEMカラムの小型化と、従来は別ユニットであっ
た高圧電源を小型化しディスプレイユニットに格
納できたことに伴い、設置面積が約33%削減でき
ており、設置面積あたりの処理効率化に寄与して
います。
当該装置は、従来製品に比べ、消費電力の抑制を図
り、また、1処理あたりのCO₂排出量の削減を図って
います。マクロな観点では、高性能・低価格な半導体
の生産に寄与することで、デジタル社会の進展に伴
うCO₂削減排出量抑制に貢献しています。また、幅
広い分野で、マイクロ・ナノレベルの素材開発に使用
されることで、カーボンニュートラルの実現のための
次世代の材料開発に貢献しています。

当社グループとつながるすべてのサプライチェーン
でのCO２排出量の見える化をめざして
当社グループは、自社排出CO₂のScope1と2にお
いては、再生可能エネルギーへの切り替えなどによっ

2022年度実績

自社製品の調達パートナーにおける
CO₂削減への支援と、顧客への提供を
めざした事業化

5

病院・検査機関等における検体検査数は、人口の高
齢化などに伴い増加傾向にあり、限られた時間の
中でより多くの検体を処理する必要性が高まってい
ます。臨床検査に使われる、当社が提供する免疫分
析装置 cobas e801は、従来機種と同じ幅を保
ち、許容される奥行の増加範囲で、機構系の高速化

2

／最適化により、検体あたりの検査処理速度(ス
ループット)を約176％に向上させました。
それに伴い、検体あたりの動作時および待機時の
消費電力を低減し、従来機種と比較し、消費電力を
約75％低減しました。さらに、高速化に伴う流路長
の最適化により、従来機種と比較して1検査あたり
の試薬消費量を2/3に低減させており、試薬に使用
される化学物質の使用量も削減しました。当社は、
電力消費に伴うCO₂排出量の低減に貢献するとと
もに、検査のさらなる迅速化を実現することで、患
者への速やかな診断結果の提供等に貢献し、また、
検査作業の効率化により、オペレーターの業務負担
軽減にも貢献します。

免疫分析装置cobas e801

海外拠点においては、CO₂削減計画の策定を予
定しており、CO₂排出量の比較的大きな海外グ
ループ会社については、2024年度に、カーボン
ニュートラル化に向けた取り組みの開始をめざし
ています。

ショットキー走査電子顕微鏡SU5000

1
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取り組み内容の詳細

てカーボンニュートラルに向け取り組んでいますが、
問題は排出量の大部分を占めるScope3です。これ
はサプライチェーンの上流（原材料・部品の調達な
ど）や下流（ユーザー使用時）で排出されるCO₂を意
味します。日立グループが直接削減することは難し
く、サプライチェーン全体で取り組まなければ削減は
不可能です。
当社グループは、2050年度までに、バリューチェー
ンを通じて、カーボンニュートラルを達成、2030年度
までに、50%削減することを目標に掲げています。
この目標を達成するには、当社製品の部品の加工や
組み立てなど、さまざまな工程で協力いただいてい
る調達パートナーに、サプライチェーンでのCO２削
減にもご理解いただき、協力していただく必要があ
ります。そのためには調達パートナーの負担を可能な
限り増やすことなく、CO₂削減に取り組んでいただ
ける仕組みづくりやサポートが欠かせません。2022
年度は、当社グループの数ある調達パートナーの中
から環境先進パートナー企業を選定し、彼らととも
に、どうすればCO₂削減が実現するか、ともに考える
取り組みに着手しました。詳細は、マテリアリティ4
の、活動計画3をご覧ください。

脱炭素社会の実現に向けて、自動車の電動化に対す
るニーズはますます高まっています。それに伴いEV
への移行促進やLiBの寿命延伸、また貴重な有価金
属の有効活用やLiBの生産・リサイクル工程の環境
負荷軽減などが課題になっています。2022年度、当
社は車載リチウムイオン電池用遠隔劣化診断サービ
スを用い、累計数万台規模で稼働中のEVリチウムイ
オン電池データの劣化状態をセルレベルで把握する
PoC・PoVを実施しました。このサービスを活用する
ことで、電池寿命を最大限に利用できる環境や、退役
バッテリーのリユースやリサイクルにつなげることが
できると考えます。また、2022年度は、EV車を導入
した場合のコストやCO₂削減量がわかるEV移行シ
ミュレーションアプリも開発しました。このアプリは、
まだEV化があまり進んでいない地域や事業分野で、
ＥＶ化を促すツールとして期待されています。今後も
当社は、サプライチェーンのあらゆるシーンで、持続
可能な地球環境に貢献できるサービスやツールを開
発することで、カーボンニュートラルの実現に貢献し
ていきます。

2022年度実績

バリューチェーンのあらゆるシーンで、持続可能
な地球環境に貢献

1 脱炭素社会の実現活動
目標

商用EVフリートマネジメント事業者
を起点に、リチウムイオン電池のリ
ユース・リサイクル、製造などのバ
リューチェーンにおいて、顧客の企業
価値を向上させるソリューションを
開発し提供

6

2 循環型社会の実現活動
目標

将来的に当社グループの部品あたりの製造時の
CO₂排出量を明示できるようにするためには、購
入品のCO₂排出量を把握する必要があります。
現在、当社グループでは、製品製造にかかわるす
べての調達パートナーの温室効果ガス（GHG）

部品当たりのCO₂排出量を可視化し、削減に向
けた環境整備に取り組むとともに、GHG算定
ツールをアプリケーションに入れ込み、外部への
提供をめざす

2024年度に向けた取り組み

排出量の把握に取り組んでいます。今後は、海外
の調達パートナーのCO₂排出量の把握にも着手
し、将来的な部品ごとのCO₂排出量の可視化を
めざします。CO₂排出量の原単位が国ごとに異
なっていること等の課題もあり、海外も含めた正
確なCO₂排出量の把握には、いくつものステップ
が必要です。CO₂排出量の算定を仕組化し、脱
炭素社会の実現に向けた貢献ができるよう、取
り組みを推進していきます。
・2050年のカーボンニュートラル達成に向けて、
欧米先進国が2030年までの削減目標を引き
上げるなど、グローバルな規制が強まっていま
す。削減に向けた顧客要求も高まっており、サプ
ライチェーンにおけるCO₂排出の可視化と削減
は、企業がビジネスを継続するための企業課題
となりました。そのため当社グループに限らず、
グローバルでサプライチェーンを展開する全て
の企業が取り組む必要があります。
顧客自身によるCO₂削減だけでは気候変動に十
分対応できない今日、顧客やサプライヤーの
CO₂排出量可視化と管理が効率的に行えれば、
顧客のサプライチェーンにおけるCO₂排出量削
減につながります。また、当該顧客は、上位顧客
からのCO₂データ提出要求にも対応できるよう
になり、上流顧客との取引継続にもつながります。
当社グループは、まず自社内の取り組みを進め、
調達パートナーのCO₂排出量データを収集・集
計するとともにシステム化し、アプリケーションに
入れ込み、将来は顧客に提供することで、自社以
外のサプライチェーンでのCO₂把握と削減に貢
献していきます。
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100％リサイクルのアルミ材を利用し
た、アルミホットスタンプによる加工技
術を開発。アルミの地金製造と利用過程
におけるCO₂排出量の大幅削減に貢献

アルミ板は、ボーキサイトを加工して新し
いアルミ板を作るのが主流ですが、当社
では不要となったアルミ、例えば車のアル

2022年度実績

2 循環型社会の実現活動
目標

リサイクル材を使用した
アルミニウム製品の製
造を可能にする新工法
の開発と提供

7

取り組み内容の詳細

農業や林業において、ディーゼルトラック
車が使用されている国や地域で、これら
をハイブリッド車に切り替えれば、車両使
用に伴うCO₂排出量の削減が可能です。
当該車両を保有・運用する事業者ごとの
課題を発掘し、提案を進めていきます。
また、現時点では、カーリース事業者や
フリート事業者への提案をしていますが、
今後は、国内・海外の顧客に本サービス
の提案活動をするとともに、バリュー
チェーン全体の顧客の課題を掘り起こ
し、ソリューションを創出していきます。

事業開発本部の「指標の連鎖図」

社会・環境価値顧客の先にいる
ステークホルダーに提供する価値

顧客に
提供する価値

日立ハイテク
グループの
マテリアリティ

持続可能な
地球環境への貢献

マテリアリティ 1

EVフリート
事業者*向け
LiBライフサイクル
ソリューション

電池残価
管理による

ライフタイムバリュー
の最大化

生産・
リサイクル工程の
環境負荷軽減

貴重な
有価金属の
有効活用

EVへの
移行促進

リチウムイオン
電池の
寿命延伸

EV・
リチウムイオン電池
バリューチェーン型
エコシステム
の普及

脱炭素型の
モビリティの
普及

脱炭素社会の
実現

 EV導入時の
経済性評価
を効率化

循環型社会の
実現

＊運送会社やバス、タクシー、レンタカー、リース会社など、人や物の移動を目的に、多くの車両をもとに運用する事業者。

バリューチェーン全体の顧客の課題解
決をめざす

2024年度に向けた取り組み

11



ミホイールのスクラップから、アルミ板を
作る技術を確立しました。リサイクルアル
ミから板材を作る場合と、新地金から作
る場合を比較して、97％もCO₂排出量を
削減できます。さらにリサイクルアルミは
温めると成型しやすくなることから、リサ
イクル板を利用した新工法、アルミホット
スタンプ加工技術も開発しました。
2022年は自転車メーカーと協業し、リサ
イクルアルミ材とアルミホットスタンプを
用いた自転車のフレームを開発しました。
同年11月には埼玉サイクルフェスタに出
展し、注目を集めました。自転車のフレー
ムを製造すると、通常18.4㎏のCO₂が発
生します。しかしアルミホットスタンプの
技術を使うことで、CO₂の排出量を0.62
㎏にまで抑制することができました。
また2022年度は、アルミホットスタンプ
の技術で椅子やスノープッシャーといっ
た日用品も開発しました。現在、一般販売
に向けて準備を進めています。
このほか電動車椅子や産業用ロボットな

ど、生産量が
少ない製品で
も 製 造 時 の
CO ₂削減が
可能になる技
術として注目
されました。

取り組み内容の詳細

2023年度も埼玉サイクルフェスタに
出展し、リサイクルアルミのフレームを

日立ハイテク
グループの
マテリアリティ

持続可能な
地球環境への貢献

マテリアリティ 1

健康で安全、安心な
暮らしへの貢献

マテリアリティ 2

●環境負荷低減
●CO2排出量削減
に貢献

社会インフラの
発展と安定性向上
への貢献

顧客の先にいる
ステークホルダーに提供する価値

顧客に
提供する価値

●ロスコストの削減
●作業効率向上
●ダウンタイムの削減
●品質管理精度向上、
効率化

●サプライチェーン可視化
●省人化、LT短縮
●環境負荷低減
●調達品不足による
　機会損失

顧客課題を抽出し
ソリューションを提案
顧客課題を抽出し
ソリューションを提案

エンジニアリングチェーンの課題解決

サプライチェーンの課題解決

社会・環境価値

モビリティ
コネクテッド

環境・エネルギー
領域の顧客課題解決の為、
顧客協創により、
様々なソリューションを

提案・提供

    モビリティ　
●業界の生産性向上
●リサイクル・
リユース市場の
成長

  環境・エネルギー
●電力需給バランス
改善

●リサイクル材
の普及

コネクテッド
●高性能、高効率な
通信機器の開発、
普及

バリューチェーンソリューションの「指標の連鎖図」

自動車や小型モビリティへの展開をめざす

2024年度に向けた取り組み

リサイクルアルミ材を用いたフレームを
採用した自転車
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取り組み内容の詳細

使用済み製品のリサイクルが世界的に推進されてい
ます。鉱物資源が枯渇し、産出がますます困難になっ
ていることから、資源リサイクルが重視されています。
しかしながら、資源の採掘は、温室効果ガスを広範囲
に放出し、また採掘現場には危険が伴うため、環境や
人体への悪影響が懸念されています。
当社は40年以上にわたり、金属業界とともに分析装
置を開発してきました。現在当社は、金属リサイクル企
業や、リサイクル原料を供給する企業に搬入される、膨
大なリサイクル原料を、検査・分別する分析装置を提
供しています。これにより精錬工場をはじめとした、金
属加工業への原料需要を満たす迅速なリサイクルを
可能にし、バージン材料への依存を低減しています。
しかし検出されずに含有されている不純物や微量元
素は、不具合につながる可能性があるため、特定の用
途には、不純物のない合金を使う必要があります。過

Topic
リサイクル試験・検査ソリューションの提供

スクラップや廃棄金属を、精錬工場、製鉄・製鋼所向
けの金属加工の高品質原料としてリサイクルするこ
とで、金属産業における循環型経済の発展に貢献

廃棄物発生量と水使用量を原単位で削減し、廃棄物最
終処分のゼロエミッションを目標に循環型社会をめざす
当社グループでは、自社製品の製造工程において、製
品の環境配慮設計に基づくリデュース（抑制）、きめ細
かい分別回収によるリサイクル（再生）、未利用品のリ
ユース（再使用）などを通じて、資源の利用効率を2050
年度までに基準年度に対し50%以上改善、最終処分の
ゼロエミッション（廃棄物排出量の0.5%以下）を目標と
する、循環型社会の実現をめざしています。
水資源については、生産性向上および節水型設備への
更新などによる用水使用量の削減に取り組み、水の利
用効率向上に努めています。2022年度は、製造拠点の
冷却水循環装置等の更新や漏水対策、給水ポンプや配
管の更新を実施したため、使用量の大幅な増加があり
ませんでした。当社では毎年、日立ハイテクグループグ
ローバルにおける水ストレス評価および国内全拠点に
おける水リスク評価を実施しています。高ストレス・高リ
スクとなる事業拠点はありませんが、今後も定期的に評
価するとともに、リスク低減可能な拠点についてはリス
ク回避に努めていきます。資源循環については、取引先
への部品納入や顧客向け梱包箱のリユースや通い箱化
により、段ボールや木屑量を削減することができました。
また環境配慮設計を施した製品の拡大や、イントラネッ
トでの削減事例の共有等により、資源循環への取り組
みを促進しています。さらに、半導体製造時に排出する
プラスチック廃棄物の有効利用に向けて、2022年度は
廃棄物の受け入れ業者を開拓し、有価物の回収ルート
を構築しました。有害廃棄物は、日立ハイテクグループ
独自のデータ収集ツールを利用して種別ごとの発生量
や輸出量を一元で管理し、関連する法令・規制に遵守お
よびグループ内での適正処理を徹底しています。

2022年度実績

当社国内グループの資源利用効率
および水利用効率の改善に向けた
取り組み

8去には粗悪なリサイクル原料が、家電や建築物、航空
機で深刻な事故を引き起こしたことがありました。こ
のため金属加工業界では、不純物が含まれる可能性
のあるリサイクル金属の使用には非常に慎重です。
当社の装置は、規模の大小を問わず、世界中の金属
リサイクル企業で使用されています。欧州とタイで
は、当社の装置がリサイクル金属の取引市場で使わ
れており、廃棄物の削減と、金属資源の循環が可能
な社会の実現をめざしています。
例えば、ハンドヘルド蛍光X線（以下、「ＸＲＦ」）分析装
置は、製鋼所に持ち込まれたリサイクル原料の組成分
析に使われています。この原料がその後、精錬業者に
引き渡されると、再度、ハンドヘルドＸＲＦや、固体発光
分光計（以下、「OES」）で組成を確認し、不純物や微
量元素の有無も調べます。さらに金属加工工程では、
OES、ハンドヘルドＸＲＦ分析装置、ハンドヘルドLIBS
(レーザー誘起ブレークダウン法)分析装置で入荷原
料の品質と組成を検証し、工場での取り違えを防止し
ます。また、XRF分析装置は、出荷前の最終検査で化
学組成を測定するためにも使われています。最終的
に製品がリサイクルされると、XRF分析装置は再生資
源の保管施設やリサイクル業者でも使用され、金属
スクラップを組成ごとに分類して製鋼所や精錬工場
に戻すという、金属循環社会を形成しています。
これらの機器は、処理能力に優れていること、また屋
外での使用が多いため、耐候性、高いデータ転送機
能、長寿命バッテリーであることが要求されます。こ
うした特徴により、分析装置は金属の製造・加工業
界に信頼できるリサイクル金属をもたらすために不
可欠なツールとなっています。

用いた自転車を200台、量産バージョンと最終
バージョンを発表し販売します。またリサイクルア
ルミを使った椅子やスノープッシャーも一般販売
を開始し、リサイクルアルミという素材と、それを
使った製品の認知を促進します。
アルミホットスタンプの技術を使うと、製品製造
における工数の削減や、設備投資が抑制できる
というメリットもあります。2023年度はそうした
メリットをアピールし、ロボットや電動車椅子と
いった、生産量の少ない製品への適用で技術を
追求します。将来は、自動車（EVを含む）や小型
モビリティをはじめとした、他分野への応用や展
開に向けて、着実にステップを踏んでいきます。
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気候変動は対策が急がれる地球規模の課題で
すが、それに伴い同様に重要性が増している生
物多様性保全活動に、今後も注力していきます。
国立公園などの保護地区ではない地域で、生物
多様性を効果的にかつ長期的に保全しうる地域
のことをOECM （Other effective area-based 
conservation measures）と言い、「日立ハイテ
クサイエンスの森」もそうした保全地区の認定を
めざしています。2024年度の申請に向けて、
2023年度は準備を進めます。また、「日立ハイテ
クやさとの森」で
は、針広混交林エ
リアの拡充をめざ
します。植物調査
に基づく地域在
来の植物を導入
することで、更に
豊かな森へ成長
するよう、 活動を
継続していきます。

「高尾の森自然学校」での、
インセクトホテルの
巣材の入れ替えの様子

「日立ハイテクサイエンスの森」のOECM認
定をめざした準備と、「日立ハイテクやさとの
森」の針広混交林エリアの充実をめざす

2024年度に向けた取り組み

2023年度は製造拠点の生産強化に向けて、水の
安定供給のための給水設備の整備や、排水設備、
漏水対策等を計画しています。2024年は、漏水お
よび老朽化した排水管の更新や、冷却水循環装置
の更新などを実施予定です。イントラネットを通じ
て海外拠点も含めた全ての拠点に水施策事例を
共有し、グループ全体で水利用の効率化を図りま
す。またプラスチック廃棄物の有効利用に向けては、
引き続き業者の開拓と有価物としての回収ルート
構築を継続します。具体的には廃プラスチックの有
効利用率が100％を下回る拠点の排出実績を調
べ、処理委託業者の調査と有効利用率向上計画を
策定します。実施事例についてはイントラネットに
て事例を共有し、有効利用率向上を促進します。

水利用効率・資源利用効率とも、2050年度ま
でに基準年度に対し50%以上改善をめざす

2024年度に向けた取り組み

生物多様性向上を目的とした、インセクトホテルの
メンテナンスや、地域に自生する苗の植栽等を実
施、またコロナ禍による活動制限を踏まえ、従業員
が自宅で取り組める生物多様性保全活動を実施

経済発展に伴い、自然環境の破壊や汚染、資源の過
剰利用などが進み、地球の生物多様性が危機に直面
しています。当社は、人と自然が共に豊かになる未来

2022年度実績

3 自然共生社会の実現活動
目標

生物多様性保全の取り組み9

をめざし、グループ全体で生物多様性保全の取り組
みと改善を行っています。当社本社地区の従業員が
足を運びやすい、東京近郊での活動拠点として、セブ
ン-イレブン記念財団が運営する、「高尾の森自然学
校」で、5月と11月に、森林整備エリアの笹や雑草の
刈り取りと、枯れ木や丸太の撤去を行いました。森林
整備作業で刈り取った笹は、以前当社が設置した、
昆虫たちのすみかとなるインセクトホテルの古い巣
材と交換し、有効活用しています。活動時には、当該
学校の施設の概要や生物多様性について、参加した
従業員に紹介する、オリエンテーションや講義も実施
しました。インセクトホテルは「高尾の森自然学校」に
続き、当社埼玉サイトの敷地内にも設置し、生物の生
態観察に活用しています。
・日立ハイテクサイエンス富士小山事業所内にある、
「日立ハイテクサイエンスの森」でも、同様に、インセ
クトホテルを設置しています。この森は、生物多様性
の保全・回復への継続的な取り組みが評価され、公
益財団法人日本生態系協会によるJHEP更新認証
で最高ランクであるAAA(トリプルエー)評価を取得
しています。
・当社が森林保全活動を続けている、茨城県石岡市
の「日立ハイテクやさとの森」では、森の一部をより
生物が生息しやすい環境へ転換するために、ヒノキ
林を伐採し採光エリアを設け、その地域に自生する
植物の種から選定した落葉広葉樹等の苗を植栽し
ました。
・リアルな森での活動は、コロナ禍で参加人数等を制
限する必要があったことから、2022年度は、従業
員が在宅でできるハイブリッド型の生物多様性保
全活動も開催しました。6月に、その第一弾として、
バードコール( 別名：鳥笛。鳴らすと鳥の声に似た
音を出すことができるアウトドアグッズ) の制作を
行いました。バードコールの材料には「高尾の森自
然学校」の森林整備作業で採取した樫の木を利用
しています。バードコール作製には多くの従業員が
応募し、社員やその家族に好評であったため、12月

取り組み内容の詳細

には、「高尾の森自然学校」の敷地で採取された天
然素材を活用し、クリスマスリースを在宅で作製す
る活動も実施しました。今後も、森に出かけるリアル
な保全活動とともに、在宅でできるハイブリッドな
生物多様性保全活動を継続していきます。
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予防医療への
アクセス拡大

水・食品の
安全性確保

社会インフラの
安全性確保

2
マテリアリティ

222 健康で安全、
安心な暮らしへの貢献

1 2 3
［活動目標］

［活動計画］
該当する

事業セグメント活動目標取り組み内容 社会・環境価値 2023年度計画2022年度実績

3

1
難病（がん等）の診断・治
療に貢献する、分子診断
の検査サービスと装置の
提供

● 統合型ラボ「ヘルスケアイノベーショ
ンセンター東京」を創設し、顧客やビ
ジネスパートナーとの協創に取り組み

●  医療機関や製薬会社へのソリュー
ション提供をめざし、Invivoscribe
社とのパートナーシップを強化

●新しい検査装置の検討
継続と、新しいアプリ
ケーションやサービスの
開発

●医療の質の向上
と医療費削減の
両立の実現への
貢献

1
●新しい検査装置の販
売開始および同装置
による新しい検査の項
目拡大

3

大規模データセンターや
基幹通信網に採用され
る、光集積回路(PIC)のエ
ンジニアリングサービス
の提供

● 400Gや次世代800G光通信に向け
た、PICの設計や試験をグローバルに
提供

● 次世代高速・長距離伝
送用PICの設計・開発と
提供

● 光ウエーハ試験機の追
加導入による、体制と
サービスの強化

● 通信インフラの発
展と安定性向上
への貢献

●新しい設計技術を生か
し、様々な分野に使用
されるPICの設計・開
発と提供

2
製品や材料に含有されて
いる有害物質を検出する
装置とサービスの提供

●  RoHS指令による規制物質をスク
リーニング検査する装置とサービス
提供を継続

● RoHS指令による追加
（見込み）規制物質に対
応したスクリーニング
検査を可能にする、装
置とサービスの開発と
提供

●健康被害を及ぼ
す物質の拡散防
止への貢献

2

● RoHS指令による追加
(見込み)規制物質に対
応したスクリーニング
検査を可能にする、装
置とサービスの開発と
提供

2024年度計画

アナリティカルソリューション

バリューチェーンソリューション

ナノテクノロジーソリューション

コアテクノロジーソリューション 15



1 予防医療へのアクセス拡大

新拠点「ヘルスケアイノベーションセン
ター東京」で広がる、ビジネスパート
ナーや顧客との新たな協創の可能性
2022年10月に創設した統合型ラボ「ヘル
スケアイノベーションセンター東京」は、
ショールームや装置研修といった従来の機
能に加え、定期的なセミナー/ワークショッ
プ開催をはじめ情報発信や実験など、ビジ
ネスパートナーや顧客との協創に取り組み
やすい環境を有しています。羽田エリア/天
空橋駅直結で交通アクセスの利便性もよ
いため、そのロケーションを生かし、ビジネ
スパートナーやお客さまとの活発な交流の
拠点として、活用をすすめています。

2022年度実績

増え続ける医療費や国民皆保険制度
の維持という社会課題に対し、適切

分子診断の検査サービスと装置の提供

難病診断、
治療・投薬の
適合性向上

体外診断
ソリューション

検査の
信頼性向上

新しい
検査装置の
提供

検査の
効率化・
迅速化向上

環境配慮
設計による、
使用電力削減

装置梱包材の
削減とリユース

代替フロン・
フロンレス

適切なコストの
タイムリーな
診断を実現

医療の質の
向上と
医療費の
削減を両立 バリューベース・

ヘルスケアの実現

人々の
QoL向上

脱炭素社会の
実現

臨床検査装置の
開発・製造・販売

製造資材の
環境負荷低減

装置使用に伴う
環境負荷の低減

CO2排出量の
低減

省資源化

循環型社会の
実現

難病治療の
進展

社会・環境価値顧客の先にいる
ステークホルダーに提供する価値

顧客に
提供する価値

日立ハイテク
グループの
マテリアリティ

持続可能な
地球環境への貢献

マテリアリティ 1

健康で安全、安心な
暮らしへの貢献

マテリアリティ 2

アナリティカルソリューションの「指標の連鎖図」

活動
目標

2024年度に向けた取り組み

難病（がん等）の診断・治療
に貢献する、分子診断の検
査サービスと装置の提供

1

ヘルスケアイノベーションセンター東京

取り組み内容の詳細
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な病気の診断や治療薬選択に必要な
情報として、短時間で、より正確な結
果が得られる臨床検査サービスの確
立・提供が急がれています。こうした
課題に対応するため、当社は分子診
断事業に参入し、検査サービスや新
たな装置開発で、他社との連携を強
めています。2022年5月には米国の
検査サービス会社（Invivoscribe社）
と連携を開始し、血液がんなどの分
子診断領域での医療機関や製薬会社
へのソリューション提供をめざし、
継続してパートナーシップを強化し
ています。また、米国のNabsys社と
はヒトゲノムの構造解析分野での協
力を進めており、2022年にNabsys 
社と当社の技術を組み合わせてヒト
ゲノムのマッピングデータを解析し、
その構造変化を見つける技術を確立
しました。今後は医師及び患者に、患
者一人ひとりへの治療・投薬の適合
性や効果がわかる検査結果を届ける
ため、病気の治療法や予防法につな
がる、高精度な検査装置ならびに解
析サービスの開発を進めていきます。

コアテクノロジーソリューションの「指標の連鎖図」

日立ハイテク
グループの
マテリアリティ

持続可能な
地球環境への貢献

マテリアリティ 1

健康で安全、安心な
暮らしへの貢献

マテリアリティ 2

カーボン
ニュートラルを
実現する

次世代材料開発に
向けた
計測・検査
ソリューション

製品や材料に
含有されている

有害物質を検出する
環境負荷物質

スクリーニング検査
ソリューション

高性能/高品質・
低価格な

次世代材料の
提供

循環型社会の
実現

次世代材料
製造の
効率向上と
不良率低減

製品の
リサイクル率の

向上と
廃棄物量の
削減

水・食品の
安全性確保

脱炭素社会の
実現

次世代
材料開発の
期間短縮

カーボン
ニュートラルを
実現する

小型・軽量・省エネな
プロダクトの
製造・普及

顧客の先にいる
ステークホルダーに提供する価値

環境規制違反の
リスク回避と
ビジネス機会
損失の防止

安全・安心な
製品や材料の
製造と供給による
持続可能な
モノづくりの
提供 地球環境への

有害物質の
流出や蓄積の

防止

顧客に
提供する価値 社会・環境価値

取り組み内容の詳細

抗微生物薬の濫用により薬の効かない薬剤
耐性菌が出現し、さらなる新薬の開発が繰り
返された結果、パンデミックに至ることが世
界的に問題視されています。当社は、当社が

Topic

左が薬物投下前の
菌の様子
右が薬物投下後
（60分での反応結果）

Reference: Haddad, G. et al., Front. Microbiol. 2021, 12, 658322.

走査電子顕微鏡を活用し、病気の原因菌
の早期特定につながる技術を開発中

感染症検査支援ソリューション 製造・販売する走査電子顕微鏡を用い、IHU（フランス地中海感染
症大学病院研究所・マルセイユ）と連携して、通常、結果が出るま
でに24時間程度かかる薬剤耐性菌の特定を、1、2時間で判断で
きる手法を編み出しました。これは菌体形状の微小な変化を短時
間で捉えるもので、薬剤耐性菌かどうかをいち早く判断すること
ができます。病気の原因菌を早期に特定できれば、治療方針も早
く決められ、適正適量な薬の投与が可能となるため、人も家畜も
病気による身体的負担や生命の危機などを軽減できます。当社は、

この観察手法を学会で発表するなどにより、世の中に広めると
ともに、病院等での検査の実現をめざし、開発を進めています。
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取り組み内容の詳細

現在、RoHS指令の規制物質の追加が検討されて
おり、当社は、当該物質が測定できる装置の開発
を進めています。また、徐々に注目されている再
生プラスチックを利用する上で、有害物質混入の
計測とデータ管理方法の効率化は重要な課題で
す。当社はこうしたニーズに対応するため、あら
たな計測手法の開発を行っています。実現すれば
有害物質が製品に混入し、人が摂取するリスクを
軽減し、廃棄による土壌汚染などの防止に寄与し
ます。また、安全なプラスチック材料の調達に貢
献することで、プラスチックリサイクルのさらな
る推進と、プラスチック廃棄物の削減にも貢献し
ます。当社は今後も、人体や環境への影響に配慮
した、安心・安全なものづくりに貢献できるよう、
有害物質への速やかな対応をめざします。

再生プラスチックを使用した製品への有害物質混
入リスク低減により、有害物質の流出防止と、プラ
スチックリサイクルへのさらなる貢献をめざす

2024年度に向けた取り組み

有害物質を検出する装置とサービスの提供によ
り、有害物質の流出防止に貢献

電気・電子機器に含まれる有害物質は、EUの規制
（RoHS指令）他、各国の法令で規制されています。健
康被害を及ぼす物質の拡散防止に寄与するため、当
社は、これらの規制に対応し、製品検査や材料受入
検査で有害物質を検知する装置を提供しています。
また、各拠点の装置をネットワークで繋げ、計測結果
などに、日時や場所を問わずアクセスできることも可
能にしています。
日本政府は2030年までにワンウェイプラスチック
（一度使用されると廃棄されるプラスチック）の排出
を累積で25％抑制することや、プラスチック原料の
容器包装の6割をリユース・リサイクルするといった
目標を掲げています。こうした背景から、さまざまな
業界でもサーキュラーエコノミーへの意識が高まって
おり、プラスチック素材についても、再生材料の利用
が注目され始めています。しかし再生プラスチックは、
そもそもどこで作られたのか出どころがわかりにくい
ため、土壌や水、人体などに影響のある物質が流出
する懸念があります。当社はこれまで、環境規制物質
管理の専用機を開発・販売してきており、再生プラス
チック材に対する検査にも対応することで、再生プラ
スチック材を使用した製品への有害物質混入リスク
と、有害物質が市場や環境に流出するリスクの軽減
をめざします。

2022年度実績

2 水・食品の安全性確保活動
目標

当社の提供するPIC

製品や材料に含有されている有
害物質を検出する装置とサービ
スの提供

2

動画配信などの従来の需要に加え、生成AIや自
動運転などのニーズが加わり、データ通信料の
増大が進んでおり、それに伴って、データセン
タでの消費電力の増大が社会課題となってき
ています。その課題解決には、PIC技術を活用
した光トランシーバ/光伝送システムが不可欠
となってきており、特に次世代1.6Tbps以上の
高速通信の実現のため、VLCフォトニクス会社
のPIC関連技術を強化し、設計から、光ウェー
ハ測定、パッケージングまでを一貫して請け負
える体制の構築を
進め、次世代デー
タセンタの低消費
電力化、開発期間
短縮、コスト低減
等に貢献します。

データ通信の大容量・高速化、データセンターの
低消費電力化に対応する、次世代PICのエンジ
ニアリングサービスの提供

2024年度に向けた取り組み

安全で快適な通信環境の維持・向上に不可欠な
通信網の高速化に向け、PICの技術を提供
通信環境の維持・高速化に向けて、GAFAMなどの、
大規模データセンターを所有するIT企業が求めてい

2022年度実績

3 社会インフラの安全性確保活動
目標

大規模データセンターや基幹通信
網に採用される、光集積回路(PIC)
のエンジニアリングサービスの提供

3

るのが、快適で信頼できる安全な通信インフラです。
当社は、シリコンフォトニクスの設計を強みとする
VLCフォトニクス会社と連携し、光通信の高速化に
寄与する技術を用いたPICを提供しています。2022
年度は、長距離伝送機器を開発・製造する顧客の、
400ギガや次世代800ギガの光トランシーバ開発に
寄与することで、大規模データセンターの安定稼働
に貢献しました。
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科学と産業
の持続的発展への貢献
科学と産業
の持続的発展への貢献

3
マテリアリティ

科学技術の
発展

1 2
生産現場の
レジリエンス実現

［活動目標］

［活動計画］

1

該当する
事業セグメント活動目標取り組み内容 社会・環境価値 2023年度計画2022年度実績 2024年度計画

開発スピードを高
速化し新素材の開
発・提供に貢献す
る、材料開発ソ
リューションの提供

● 材料開発に課題をかかえる企業に向け
て、材料開発ソリューションの提供を開始

● 国内外で素材開発に携わる企業等に
対して、材料開発ソリューションの提
供開始をめざす

● 新素材を生み出すための新し
い知見や実験の検証に貢献

● 新素材の利活用によるグロー
バルでのスマート社会の実現

● 中小のモノづくり企業の
技術力・生産力の底上げ

1

● 当社の分析装置等と
の連携を拡大し、顧
客の実験データの分
析を自動化すること
で、顧客課題をより広
く解決できるソリュー
ションに拡大、提供

サプライチェーン
全体の可視化を通
じ業務効率化・品
質向上に貢献す
る、審査・検査代
行サービスの提供

● 日立グループ内で高品質な審査・検査代
行サービスを実施することで、取引におけ
る不良品の発覚や再納品のロスの未然防
止に貢献

● 当社での新規サプライヤーの採用選定に
あたり、品質管理審査にもサービスを拡大

● 当社のサプライヤーの定期的な品質管理審
査業務及び改善指導にもサービスを拡大

● 日立グループ内で、ニーズに応じた
サービス提供ができるよう、審査・検
査代行業務内容の効果検証

● 生産現場の効率化と製品
品質の向上への貢献

● 柔軟で強靭な生産体制の
構築への貢献

4

● 日立グループ内へ
のサービス提供拡
大と、日立グループ
外の企業に対し提
供開始

高効率な半導体
生産を可能にする
デジタルサービス
ソリューションの
提供

● 米国協創センターで、顧客のデバイス開
発と効率化に向けたデジタルサービスソ
リューションの開発を開始

●半導体製造の各工程で蓄積された顧
客データを統合し、顧客課題を特定し、
課題を解決する「デジタルサ－ビスソ
リューション」の開発

● 台湾・韓国での協創センターにおける
デジタルサービス開発基盤の構築

● 産業の生産性向上と安定
化により、デジタル社会の
進展に貢献

3

● 「デジタルサービス
ソリューション」の
高度化、連携装置
の拡充、提供先の
拡大

卓上型電子顕微
鏡を活用した理
科教育支援活動

● 国内で、これまで活動が届きにくかった地域や
子どもを対象としたリモート出前授業の推進

● 当社グループ製品とサイエンスアーティスト市
岡元気氏のコラボレーションによるYouTube
動画の配信や、オンライン実験イベントの開催

● 防災センターや各地の高等学校と連携し、
地域の理科教育活性化を支援

●シンガポール、マレーシア、インドネシア等で活動
を実施。グループグローバルで連携し活動拡大

● 日本とアゼルバイジャン友好年交流事業と
してリモート理科出前授業を実施

● オンライン推進と活動提供先の拡大に
より、学びの機会をグローバルに提供

● 教育支援につながる情報提供の継続
(Webコンテンツ制作・Youtube活用)

● 科学・医療技術等の発展に
つながる人財(次世代研究
者)育成への貢献

2

● 生徒・学生の研究、
成果・論文発表の
支援につながる機
会の提供と活動の
継続

2

4事業
セグメント
以外

4事業
セグメント
以外

4事業
セグメント
以外

アナリティカルソリューション

バリューチェーンソリューション

ナノテクノロジーソリューション

コアテクノロジーソリューション 19



SDGs達成への貢献を強化した活動、Youtuber
とのコラボレーションによる活動の拡充により、
多様な学びの機会をグローバルに展開

2022年度実績

2022年度は、SDGs達成への貢献を強化する
ため、当社の卓上型電子顕微鏡を用いたリモー
トによる理科教育支援活動を、これまで活動が
届きにくかった離島や適応指導教室などに拡
大しました。

卓上型電子顕微鏡を活用した理科
教育支援活動2

MIソリューションと半導体検査ソリューション
サービスの提供開始により、半導体素材をはじ
め、さまざまな材料開発の業務効率化が可能に

環境負荷の少ないプラスチック素材など、持続
可能な材料へのシフトが必要不可欠となる中、
AIを活用して材料開発を高効率化するマテリア
ルズ・インフォマティクス（Materials Informatics、
以下MI）の活用が期待されています。2022
年度は、材料開発や、材料配合・生産の効率化
に課題をかかえる企業に対し、2021年に事業
化したMIソリューションの提供を開始しまし
た。これにより従来、専門家の知見や経験、勘
に基づいて行っていた実験候補の策定を、AI
で代替できるようになりました。機械学習を用
いた実験計画支援により、実験回数も軽減で
きるため、新しい素材を生み出す実験のため
の原材料や手間、時間だけでなく、消費電力や
CO2の排出量までトータルな削減を可能にし
ます。また、当社は、半導体を検査・計測する装
置CG7300を製造・販売していますが、半導
体素材を開発する事業者に、当該装置を提案
するとともに、原料配合の検討や素材の画像
検査工程にMIソリューションを組みこむこと
で、属人的な画像分析の効率化が可能になる
ことも提案し、採用いただきました。半導体素
材の開発と検査の両方を高効率化できる、当

2022年度実績

1 科学技術の発展活動
目標

1 開発スピードを高速化し新素材の
開発・提供に貢献する、材料開発ソ
リューションの提供

社グループの連携による強みが評価されたも
のです。今後は、MIソリューションと、当社が提
供する検査・計測・解析・分析装置等との組み
合わせを独自性として打ち出し、大手から中小
企業まで、環境問題の解決と、日本全体のモノ
づくりレベルの向上、技術力・生産力の底上げ
をめざします。

取り組み内容の詳細取り組み内容の詳細

2023年度は、海外の日系素材メーカー・研
究所にコンタクトし、MIソリューションや実験
データ管理に関するソリューションを海外に
も展開し、世界の素材開発効率化への貢献
をめざします。
また、ケミカルズ・インフォマティクス(  
Chemicals Informatics、以下CI）*と連携
し、ソリューションの機能を拡充します。CIソ
リューションを創薬分野にも活用して、化合
物を探索・選定するプロセスを迅速に処理し
ます。さらに選定した化合物をどう活用して
新しい材料を生み出すのか、MIソリューショ
ンでシミュレートすることで、従来の化学・素
材分野のみならず、創薬分野でも、医療の質
の向上や人々のQoL（Quality of Life）向
上に貢献していきます。
また、昨今では、膨大な量の実験データを効

海外でのサービス提供の開始と、医療・医薬
分野への貢献をめざす

2024年度に向けた取り組み

*新素材の開発に必要な化合物をAIで探索するサービス

率よく有効に活用することが求められていま
す。当社は、当社が製造・販売する分析装置
等とMIソリューションの連携を図り、顧客が
当社の分析装置を使用し蓄積したデータを、
MIにより結合し分析を自動化します。顧客課
題をより広く解決できるソリューションに拡
大・提供することで、材料開発の効率化の実
現をめざします。

20



取り組み内容の詳細取り組み内容の詳細

2023年度も毎年、5万人以上に対
して理科教育支援活動を提供する
とともに、さまざまな自社製品の活

卓上型電子顕微鏡だけでなく、当
社のさまざまな製品を理科教育支
援活動に活用

2024年度に向けた取り組み

理科教育支援活動の「指標の連鎖図」

理科
出前授業の
体験

高校生の
研究活動の
活性化

理系人財の
将来像の認知

有望な
人財の理系大学、
専門学校等
への進学

世の中の
理系人財の
職業イメージ
の向上

高校生の
電子顕微鏡
体験談の
拡散/周知

企業、
研究機関等で
次世代の
理系人財が
活躍

科学技術により
社会課題を解決する
持続可能な
社会の実現

理系人財育成
向け

ソリューション

高校での
卓上型

電子顕微鏡の
使用

社会・環境価値顧客の先にいる
ステークホルダーに提供する価値

顧客に
提供する価値

日立ハイテク
グループの
マテリアリティ

科学と産業の
持続的発展への

貢献

マテリアリティ 3

・幅広い世代に理科や科学への興味
を喚起するため、サイエンスアーティ
スト、市岡元気さんのGENKILABO
とのコラボレーションも推進してい
ます。これまでに配信された、当社の
製品を活用したYouTube動画は、
延べ79本、総再生回数4,864万回
(2023年3月時)を超えました。動画
に対する感想には科学の面白さだ
けでなく、当社の装置や技術への関
心も多数寄せられています。また、当
該動画により関心を持った事業者
が、装置購入にいたるケースもあり
ました。
・こうした理科教育支援活動は、グ
ローバルでも継続的な広がりをみ
せています。現地の若い科学者育成
に貢献すべく、活動体制を構築、
2022年度は新たにマレーシア、イ
ンドネシアでも活動を開始していま
す。これらの取り組みの結果、グ
ローバルで約62,500人に理科教
育支援活動を提供しました。

21



取り組み内容の詳細取り組み内容の詳細

用により、科学や社会課題を身近に感じてい
ただける活動を深堀りしていきます。卓上型
電子顕微鏡の各地の高校への貸与は10年
以上が経過し、多くの高校生が理系の道へ
進学するきっかけになっています。当時の在
校生にお話を伺ったインタビュー記事では、
研究活動を通して発見した新しい自分や将
来の夢についてコメントをいただいています。 
このように次世代の理系人財の姿を発信し
ていくことで、世の中の理工系の職業イメー
ジの向上に寄与し、さらには、企業、研究機
関等で理系人財が活躍する社会の実現に貢
献していきます。シンガポールでは、リー・コ
ン・チェン自然史博物館に卓上型電子顕微
鏡を貸与する計画を進めています。現地の科
学者や教師、博物館職員等を巻き込んだ、教
育関係者向けプログラムと、アセアンの豊か
な生物多様性の保全を目的としたワーク
ショップの実施を予定しています。今後も、自
社の技術や製品から生まれる科学技術の価
値を多くの方に伝え、学びの機会を提供する
ことにより、将来の理系人財育成に貢献でき
るよう本活動を推進していきます。

GENKILABOによる、YouTube動画の紹介ウェブページ

顧客との協創により半導体生産を加速させる、
協創センターを米国に開設

スマホやパソコン、家電や自動車、企業や国・自
治体のオンラインシステムなど、半導体はデジ
タル社会に欠かせないデバイスであり、今後も
半導体関連市場は成長・拡大することが見込ま
れます。半導体開発には、厳しい品質・生産管理
が求められ、スピード感をもって実行する必要
があります。2022年8月には米国に新たな統
合開発拠点「ナノテクノロジーイノベーションセ
ンターポートランド」を竣工しました。「デジタル
サービス」のコンセプトである、加工・検査・計
測・解析の各工程で蓄積されたデータを統合・
紐付によって、顧客課題である、開発期間の短
縮、生産性・歩留まり向上に貢献するデジタル
サービスソリューションの開発を行っています。
今後も顧客との協創によって、半導体市場を支
える「見る・測る・分析する」テクノロジーの開発
に貢献していきます。

2022年度実績

2 生産現場のレジリエンス実現活動
目標

高効率な半導体生産を可能に
するデジタルサービスソリュー
ションの提供

3

米国に続き、台湾・韓国にも協創センターを開
設。顧客との関係を強化し半導体開発の高度
化・スピード化を加速

2024年度に向けた取り組み

海外のサプライヤーに対し、現地での審査・
製品検査代行サービスの提供を開始
ユーザーが安心・安全に使える製品を提供するに
は、製造工程での事故防止や品質管理が不可欠
です。当社では、世界有数の先進的な品質プロバ
イダーであるTRIGO社との連携を強化し、安心・
安全な製品提供をめざし、サプライヤーに対する
審査・検査業務に取り組んでいます。2022年度
は、日立グループの海外サプライヤーに対して審
査・検査を実施しました。これにより、不良品の日
本への輸出を現地で防ぎ、サプライヤーへ代替品
の要求と不具合内容のフィードバック・改善指導
が可能となりました。TRIGO社は、現地のスタッフ
が審査を行うため、サプライヤーは指摘事項に関

2022年度実績

サプライチェーン全体の可視化を通
じ業務効率化・品質向上に貢献する、
審査・検査代行サービスの提供

4

2023年度は、米国に続き、台湾と韓国にも協
創センターを設立します。韓国・台湾でも半導
体の先端技術開発はますます加速しています。
これらの施設を設けることで、顧客の近くでリ
ソースを集め、半導体製造の各工程で、顧客と
ともに開発期間の短縮、生産性・歩留まり向上
に向けたソリューション開発が実現します。協
創センターで、一層顧
客と密に連携し、半導
体の開発・製造に向け
てともにソリューション
開発に取り組みます。 ナノテクノロジーイノベーションセンター

ポートランドの外観
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取り組み内容の詳細取り組み内容の詳細

サプライチェーンソリューションの「指標の連鎖図」

日立ハイテク
グループの
マテリアリティ

持続可能な
地球環境への貢献

マテリアリティ 1

科学と産業の
持続的発展への貢献

マテリアリティ 3
サプライチェーン
デジタル化

プラットフォーム
サービス事業の

提供

●サプライチェーン
可視化

●調達リスクの事前検知
及び対策の実施

●Scope3捕捉・削減
●カーボンニュートラル・
資源循環を実現する
部材の導入推進

顧客の先にいる
ステークホルダーに提供する価値

顧客に
提供する価値 社会・環境価値

サプライチェーン
基盤の高度化・
高機能化

強靭な事業継続力
による安定した
製品供給

●CO₂排出量削減
●社外パートナーとの
共創によるScope3
可視化・データ提供

社会課題を
解決する

サプライチェーン
ソリューション
事業の提供

●脱炭素社会の
実現

●循環型社会の
実現

生産現場の
レジリエンス実現

サプライチェーン強靭化

サステナビリティと
エコシステムの構築

環境配慮や製造現場での品質向上の
意識が高まる中、近年ではさらに踏み
込んだ審査・検査サービスを求められ
るシーンが増えています。今後は、環境
に影響を及ぼす化学物質についても
審査・指導サービスができるよう、準備
を進めています。また製造工程につい
ても、QC(品質管理)工程表と実際の
製造現場を確認できるようにするなど、
審査・検査の質の向上とともに、対応
できる業務範囲の拡大をめざします。
新型コロナウィルスのようなパンデ
ミックがいつ起きたとしても、現地のス
タッフが現地のサプライヤーを審査・
検査できるというTRIGO社の強み(オ
ンサイト対応力)を活かし、サービスを
日立グループからグループ外へも提
供できるよう、連携を強化していきます。

サプライチェーン全体の安全性の
向上、生産現場の効率化をめざす

2024年度に向けた取り組み

しても齟齬の少ない理解が可能です。
近年、検査不正や製造現場での事故が
ニュースになりますが、より深いレベル
での審査・検査を実現することで、製造
現場の安全性を向上し、製品の不良品
率を低減することで、安心・安全な製品
の提供に貢献していきます。
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製品安全性
の確保

CSRサプライ
チェーンの実現

健全なガバ
ナンスの実現

4
マテリアリティ

健全な
経営基盤の確立

1 2 3
［活動目標］［活動目標］

［活動計画］
活動目標取り組み内容 社会・環境価値 2023年度計画2022年度実績 2024年度計画

当社グループの
公正な事業活動
の基盤となる、
コーポレートガ
バナンスの向上
への取り組み

・日立グループのメンバーとしての、決裁基準・規則
のブラッシュアップと、「日立グループ企業倫理・
行動規範」のアップデート
・グローバルコンプライアンスリスクに対応した施
策と体制のブラッシュアップ、制度の信頼性向上

・日立グループのガバナンスを意識し
た決裁基準・規則のタイムリーな
アップデート
・グローバルコンプライアンスリスクに
対応した施策と体制のさらなる充実
／各制度の機動性・実効性を高める
取り組みにより、リスクを適切に管理
し、インシデント発生時に迅速かつ柔
軟に対応できる枠組みを整える

・左記の取り組み
の継続と高度化
の検討

● 社会の一員として、
健全で秩序ある社
会の維持への貢献

11

当社グループのサ
プライチェーン全
体における、CSR
を強く意識した事
業運営の促進

・継続取引先に対する、調達CSR説明会の開催：2回
・環境先進パートナー企業を選定、CO２削減に向け
たサポートを開始
・新規取引先に対する、調達CSRチェックシートによ
る自己監査実施
・CSR関連事故：0件

・継続取引先に対する、調達CSR説明
会の開催
・環境先進パートナー企業のCO２削減
に向けたサポートの継続と、他調達
パートナーへの横展開
・新規取引先に対する、調達CSR
チェックシートによる自己監査実施

● 環境先進パート
ナー企業の拡大

●CO₂削減成果に
基づく調達パー
トナー選定評価
の実行

● 左記取り組みの
継続推進

● 当社グループのサ
プライチェーンに
おけるCSR実現へ
の貢献

● 当社製品の安定し
た出荷による事業
の継続

製品安全性の確
保への取り組み

・製品安全監査の実施：当社設計製造拠点およびグ
ループ会社12拠点で課題を摘出・改善指導を実施
・顧客先での長期使用製品に対する事故防止のた
めの注意喚起を継続実施
・関連する法令の改正・発効の動向把握と社内関連
部門への共有により、法令対応の迅速化を図った
・重大製品安全事故：0件

・製品安全監査の実施
・顧客先での長期使用製品に対する
事故防止の取り組みの継続実施
・関連する法令の改正・発効の動向把
握と社内関連部門への共有継続に
より、法令対応の迅速化を図る

・製品安全に向け
て2023年度計
画を継続推進

●  安全安心な製品・
サービスの提供

33
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製品安全性を確保する各種施策の実施
製品品質の向上と製品安全事故リスク低減のため、当社グループ
の設計製造拠点およびグループ会社を対象に、課題を摘出して改
善指導する製品安全監査を実施しました。これは診断項目に沿っ
て、製品安全について現状を確認するもので、仕向け先国の関連
法令チェック、製品安全設計手順、リスクアセスメントなどについて
改善すべき内容を摘出し指導します。海外拠点に関しても、品質コ
ンプライス監査を実施しました。
・製品の保証期限を経過している長期使用製品については、顧客
に注意喚起を実施しています。こうした監査や注意喚起は、製品
使用時の事故を防ぎ、保証期限経過後も安全に製品を使ってい
ただくための未然防止策として取り組んでいます。
・関連する法令の改正・発効の同行把握と社内関連部門との共有
により、法令対策の迅速化も図りました。
・設計や品質保証など製品の技術部門のエンジニアに対し継続的
なスキルアップを図るため、外部講師による製品安全関連の講演
会を年2回開催しています。2022年度はオンライン会議システム
を使用し、各拠点からリモートで実施しました。
・2022年度の重大製品安全事故は0件です。

2022年度実績

2 製品安全性の確保活動
目標

製品安全性の確保への取り組み2

取り組み内容の詳細

グループとしてのガバナンス 、コンプライアンスの充実化
・日立グループのメンバーとして 、グループ一体となった適正・迅速
な業務執行の実現に努めました。日立製作所やハイテクグループ
各社にとって重要な意思決定を行う際の枠組みとなる決裁基準や
規則のブラッシュアップに取り組み、日立製作所及びハイテクグ
ループ各社の役割分担や意思決定プロセスを明確に整理しました。
・日立グループ共通ですべての役員・従業員の判断・行動のよりどころとな
る「日立グループ企業倫理・行動規範」の改定を2023年3月に行いました。
日立グループ・アイデンティティを強く意識しながら、グローバルスタン
ダードに合わせた内容と形式に改めたもので、役員・従業員一人一人の
倫理的な行動の礎となるよう、明確かつ分かりやすいものとしています。
・新入社員から経営陣幹部まで、すべての役員・従業員に対してコンプラ
イアンス教育を継続的に実施し、日立グループのコンプライアンスの考
え方や体制、内部通報制度等の理解の促進を図っています。2022年度
は、日立グループ共通の方針に則り、事例検討を含めた双方向的な教育
を実施し、各職場でのコンプライアンス意識の一層の向上を図りました。
・当社グループは、法令違反や不正の芽を早期に発見し対処することを
目的として、日立グループ共通のグローバルな内部通報窓口を設置し、
自浄作用の向上を図っています。2022年度は、主に国内での法改正を
受けて、通報対応業務に従事する者の守秘義務の明確化・周知等を含
め、従来より一層通報者保護を重視した運用枠組みとして整備しまし
た。これにより、役員・従業員が安心して相談できる形となっています。

2022年度実績

1 健全なガバナンスの実現活動
目標

当社グループの公正な事業活動の基盤となる、
コーポレートガバナンスの向上への取り組み

ハイテクグループ事業のグローバル化に伴い、コンプライア
ンスリスクをはじめ、ハイテクグループが直面する事業上の
リスクも多様化・複雑化しています。こうしたリスクを適切
に管理し、適時に対応できる枠組みをガバナンス、コンプライ
アンスの面から整備し、より一層の充実化を図っていきます。

日立グループのメンバーとして、グローバルスタンダード を意識し
たガバナンス、コンプライアンス枠組みの整備・充実化に取り組む

2024年度に向けた取り組み

1

持続可能なサプライチェーン実現のため、環境・
人権等のリスク低減にむけた働きかけの実行
CSRへの取り組みの理解促進と、環境・人権リスク等の意識向上の
ため、パートナーの皆さまと定期的なコミュニケーションと情報共
有を行っています。CSR説明会では、脱炭素社会の実現に向けた

＊1 人権デュー・ディリジェンス： 事業上の人権への影響を特定して評価、対応し、負の影
響に対して防止・軽減、救済の措置を講じて、その効果を継続的に検証・開示すること

＊2 EcoVadis：企業の「環境」「労働と人権」「倫理」「持続可能な資材調達」の４分野
を包括的に評価するサステナビリティ評価サービスプラットフォーム

2022年度実績

3 CSRサプライチェーンの実現活動
目標

当社グループのサプライチェーン全体にお
ける、CSRを強く意識した事業運営の促進 当社が選定した環境先進パートナー（環境マネジメントシステ

ム等を通して環境活動が進んでいるパートナー）企業の取り組
みを、他の調達パートナーにも採用していただくことで、環境先
進パートナーを増やすよう努めます。具体的には、環境先進パー
トナーの取り組み事例とFAQを整理し、公開に向け進めます。
カーボンニュートラルを実現するためには、すべてのサプライ
ヤーとの協業が欠かせません。2023年は、サプライチェーン全
体で、カーボンニュートラルに向けた環境づくりを推進してい
きます。詳細は、マテリアリティ1の、活動計画5をご覧ください。

環境先進パートナー企業の取り組み拡大をめざして

2024年度に向けた取り組み

CO2排出量削減に関する協力要請のほか、原材料に含まれる化学
物質等の法律改正情報の共有なども行っています。のべ600社
(1300名)の調達パートナーにご参加をいただきました。
・当社グループは、日立ハイテクグループ人権方針を掲げ、国連「ビ
ジネスと人権に関する指導原則」に基づく人権デュー・ディリジェン
ス＊1を実施することを明確に定めています。本方針に基づき、グルー
プの社員はもとより、グループの事業活動や製品・サービスを通じて
関係するすべての人の人権を尊重します。新たな取引を開始する際、
日立グループサステナブル調達ガイドラインに則り、人権侵害等の
可能性についても自己監査を要請するなど、リスク低減に努めてい
ます。また、日立グループでは、2022年度は、強制労働や児童労働
への取り組みなどを含む、人権に関するサステナビリティパフォーマ
ンスの評価およびモニタリングに、第三者評価プラットフォームの
EcoVadis＊2を活用し、書面での実態把握を行いました。書面調査
への回答内容などを参考に、「労働・人権」を含むサステナビリティ監
査も実施しており、監査により把握した指摘事項は調達パートナー
へ説明し、改善依頼を行っています。今後、人権以外の面でも、サプ
ライチェーンの実態把握を進める施策を構想・具体化していきます。
・調達パートナーに対し、CO2排出量削減を要請するだけではなく、数
ある調達パートナーの中から環境先進パートナー企業を選定し、彼ら
とともに、どうすればCO2削減が実現するか、ともに考える取り組み
に着手しました。具体的には、当該企業のCO2排出に関する実績や削
減計画の内容を確認し、排出量削減に向けたサポートを開始しました。

3
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ダイバーシティ
経営の推進

多様な
人財育成の推進

健康で安全な
職場環境の確保

［活動目標］

5
マテリアリティ

1 2 3多様な
人財の育成と活用

［活動目標］

［活動計画］
活動目標取り組み内容 社会・環境価値 2023年度計画2022年度実績 2024年度計画

イノベーション創
出につながる多
様な人財が活躍
できる組織づくり

多様な人財によるイノベーション創出:
・時間外労働26.7時間/人・月
・有給休暇取得18.3日/人・年
・女性管理職比率：5.2％
・新卒採用：女性比率27.3％、外国籍比率14.5％
・意思決定層の多様化：多様な役員・理事7名（内
女性4名）
・男性育児休業取得率：75.2％
・男女の賃金の差異：71.4％（全従業員）

多様な人財によるイノベーション創出:
・時間外労働20時間/人・月以下
・有給休暇取得20日/人・年以上
・女性管理職比率：6.6％
・新卒採用：女性比率30％、外国籍比
率5％
・意思決定層の多様化：多様な役員・
理事5名（内女性2名）
・男性育児休業取得率：100％

● 多様な人財が
活躍できる組
織づくりに向け
て2023年度計
画を継続推進

● 様々な属性(性別・
国籍・経歴)やスキ
ル・知識をもった
人財の活躍

11

安全衛生意識を
高めることによ
る災害ゼロ職場
の確立

職場の安全と社員の健康維持への取り組み：
・休業災害０件
・専門家を活用した、ストレスチェックの職場分析を
踏まえた課題対応の実施と、高ストレス者低減へ
の取り組み
・健康経営優良法人認定継続
・事業所や職場に合わせた施策の実施

職場の安全と社員の健康維持への取
り組み：
・休業災害０件
・ストレスチェックにおける高ストレス
者比率10％以下
・健康経営優良法人認定継続
・事業所や職場に合わせた施策を着
実に実行

● より良い職場環
境の実現に向
け2023年度計
画を継続推進

● 社員の心身健康充
実による社会各分
野での活躍

33

人財を育成する
多様な教育研修
の継続実施

グローバル人財の早期育成：
・入社後7年以内の海外経験者比率39％

グローバル人財の早期育成：
・入社後7年以内の海外経験者比率
50％以上

● グローバル人財
早期育成の更な
る強化に向けて
計画を推進

● 育成した社員が各
地で活躍すること
による、各国の発
展への貢献

22
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成長実現に向けた重要施策として、働き方改革の深
化や多様な人財の育成と活用等に取り組み、イノベー
ション創出を図る
● 従業員一人ひとりの多様性を認め合い、自身の持
つ力を十分に発揮できる職場風土の醸成や仕組み
の充実を図りました。

2022年度実績

多様な教育研修による自律型およびグローバル人財
の育成を推進

2022年度実績

1 ダイバーシティ経営の推進活動
目標

イノベーション創出につながる多様
な人財が活躍できる組織づくり

取り組み内容の詳細

2 多様な人財育成の推進活動
目標

人財を育成する多様な教育研修の
継続実施1 2 3

3 健康で安全な職場環境の確保活動
目標

3

活動
目標

安全衛生意識を高めることによる災害
ゼロ職場の確立

継続的な安全衛生活動による従業員の意識改革と、
従業員一人ひとりに対する健康増進施策で風通しが
よく安全な職場環境づくり
・2022年度の休業災害は0件です。
・全社員を対象に実施しているストレスチェックの結果を踏まえ、
高ストレス者と判定される社員に対しては産業医療スタッフと
の連携は勿論、外部専門家も活用し、課題について改善策を
提案するなど、状況に応じたサポートをしています。
・社員のメンタルヘルスケアを充実することや職場の風通しをよ
くする目的で、管理職が部下のメンタル状況を把握したり、察知
したりする能力を高めるための研修や教育を実施しています。
・コロナ禍でしばらくできていなかった、現地での安全診断を再
開しました。2022年度は国内の事業所に加え、韓国・米国でも
実施しました。安全診断と同時に、安全に対する意識調査を実
施しています。従業員の安全に対する意識は徐々に高くなって
おり、安全診断を継続的に実施することの意義と成果が出てき
ていると考えられます。
・当社は経済産業省と日本健康会議が共同で実施する「健康経
営優良法人2023(大規模法人部門)に認定されました。今回
で当社の「健康経営優良法人」認定は6年連続となり、国内グ
ループ会社7社と合わせて日立ハイテクグループ全体で8社
が「健康経営優良法人2023」に認定されました。
・コロナ禍が落ち着き、リモートとリアル出社の併用が行われて
います。このことによるコミュニケーションの不足が社会一般
的に懸念される中、今後、リモートとリアルそれぞれのよさと、
社員間の円滑なコミュニケーションを両立するための対策を検
討していきます。

2022年度実績

技能五輪全国大会入賞者

・「女性管理職ミーティング」など、女性の意識喚起に向けたネット
ワーキングを強化しています。これまでに実施した、「ロールモデ
ルに学ぶリーダーシップ研修」では、管理職一歩手前の女性社員
が、社内外のさまざまなロールモデルに対してインタビューを行い、
今後獲得したいマインドやスキルについて行動宣言を行いました。
・男性育休100％をめざす「全力育児応援プロジェクト」を推進、
これまでに、子育て支援サイトや男性料理教室、イクボスセミ
ナーなどを開催しました。全社員の意識を変え、ワークとライフ
の両立と、男性も楽しみながら育児を行う風土醸成の取り組み
を実施しました。家庭と仕事の両立を通じて、パートナーのキャ
リアアップをサポートしたいと宣言する男性社員も出てきました。
・当社において人事処遇制度において性別による差異は
ありませんが、男女に賃金差異が生じている理由として
は、管理職を含む上位の等級における男性の比率が高
いこと、短時間勤務を行う従業員の比率が男性に比べ
女性で高いこと等にあります。より一層、女性の上位職
登用が進むことで、男女の賃金の差異の解消が図られる
ものと考えます。詳細はウェブサイトをご参照ください。
・組織や個人が最大限のパフォーマンスを発揮するた
めに、働く場所・時間を問わないフレキシブルな勤務・
休暇制度を整え、自律的に働き方を選択できる「ハイ
ブリッドワーク」を推進しています。
・多様なキャリアを持つ人財の獲得に向けた取り組みとして、
経験者等を対象としたオンラインイベントを開催したり、会
社紹介動画等を配信しています。視聴後は当社に関心を持
つ人も多く、その後の採用活動につながっています。

・最新の知識やスキルを学べるオンライン学習教材の展開
・マネージャが部下のキャリア目標を共有し成長を支援する
「1on1(ワンオンワン)ミーティング」運用支援ツールの導入

● 自ら学び、考え、行動する自律型人財の成長支援、
および多様な人財の活躍支援をベースに、教育プ
ログラムを体系化し、計画的に実施しています。
2022年度は下記の活動を実施しました。

● グローバルな視点でビジネスに対応できる人財
の早期育成
若手の海外派遣を継続実施しています。入社後7年以内での海外
経験者比率は、2021年度実績：51％と比較し、2022年度実績：
39％と低下しましたが、その理由は、コロナ禍により派遣先地域が
限られ、派遣人数を減らしたためです。今後、現地に渡航せずとも
経験がつめるようなバーチャル研修の実施等も検討していきます。

● 第60回技能五輪全国大会の「旋盤」職種で銀メダル、
「フライス盤」、「メカトロニクス」職種で敢闘賞を獲得
2022年度、第60回技能五輪全国大会に4職種8名が出場し、
「旋盤」職種で銀メダル、「フライス盤」および「メカトロニクス」職
種で敢闘賞を獲得しました。また、第42回全国障害者技能競技
大会(全国アビリンピック)にも3種目3名が出場しました。当社
では、技能五輪への挑戦をモノづくりの原点につなげ、技能の
伝承と若手技能
者の育成を目的
に、長年、技能五
輪全国大会・障害
者技能競技大会
に代表選手を送
り出しています。
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CDP「気候変動」で最高評価
「Aリスト」に選定
当社は、グローバルに環境調査・情
報開示を実施する非政府組織CDP
から、気候変動に対する取り組み
や情報開示の透明性が評価され、
ス コ ア リ ン グ 対 象 と な っ た
10,000社以上の中から2022年
の「Aリスト企業」に選定されまし
た。2010年にCDPに登録し、脱炭
素や自然共生への取り組みを継
続してきましたが、気候変動分野
での最高評価は、日立ハイテクと
して今回が初めての選定となり
ます。また、「サプライヤーエン
ゲージメント評価(SER)」におけ
る最高評価の「サプライヤー・エ
ンゲージメント・リーダー」に選定されました。これは、サプ
ライヤーへの働きかけについて評価された企業の上位8％に
あたります。

えるぼし
「えるぼし」認定は、女性活躍推進に関
する行動計画の策定・届出により、そ
の取り組み状況が優良な企業を厚生
労働大臣が認定するものです。当社は
5つの評価項目のすべてで基準を満た
し、3段階目の評価を取得しました。

プラチナくるみん
「プラチナくるみん」は、次世代育成支
援対策推進法に基づき「くるみん」認
定を取得した企業の内、子育てサポー
ト企業としてより高水準の取り組み
を行っている企業が受けられるもの
です。当社は、仕事と育児の両立支援
のための制度を法定を上回る水準で
整備し、育児休暇の多様化、男性育休100％をめざす「全力育
児応援プロジェクト」等により、全従業員がさまざまなライ
フイベントを経て長く活躍し続けることができる仕組みや
風土づくりに取り組んでいます。

健康経営優良法人2023
（大規模法人部門）に認定
当社は経済産業省と日本健
康会議が共同で実施する
「健康経営優良法人2023
(大規模法人部門)」に認定さ
れました。当社の「健康経営
優良法人」認定は今回で6年
連続となり、国内グループ会社7社※1と合わせて当社グルー
プ全体で8社が「健康経営優良法人2023」に認定されました。
今回は、経営トップの健康経営推進に向けた社内への発信、
特定保健指導の受診率向上、コロナ禍での感染症予防に関す
る取り組みに加え、受動喫煙対策の推進などが主に評価され
ました。
*1 国内グループ7社：株式会社ハイテクマニファクチャ＆サービス、株式会社日立
ハイテクサイエンス、株式会社日立ハイテクネクサス、株式会社日立ハイテク
フィールディング、株式会社日立ハイテク九州、株式会社日立ハイテクソ
リューションズ、株式会社日立ハイテクサポート。

「PRIDE指標」の「ゴールド賞」を受賞
LGBTQIA＋に関するダイバーシティ・
マネジメントの支援を行う任意団体
「work with Pride (wwP)」が認定
する性的マイノリティへの取り組みに
関する指標「PRIDE指標」において「ゴール
ド賞」を受賞しました。LGBTQIA＋への
さらなる理解を深めるとともに、多様な感性や価値観を尊重
し、さまざまな属性を持つ従業員が活躍する職場づくりを一層
推進していきます。

J-Winダイバーシティ・アワード
NPO法人 J-Winが主催する「2022 
J-Winダイバーシティ・アワード」にお
いて、企業賞ベーシック部門で「ベー
シックアチーブメント大賞」を受賞しま
した。
「J-Winダイバーシティ・アワード」は、
ダイバーシティ＆インクルージョン
(以下D&I)を推進している先進企業を表彰することで、日本
企業におけるD&I推進を加速することを目的としており、当
社は、「企業賞」のうち、D&I推進の第一歩として、女性活用の
意義と目的を示し、目標を定めて仕組みや制度を整え、行動
を開始している企業を対象とした「ベーシック部門」で、最高
賞となる「ベーシックアチーブメント大賞」を受賞しました。

新・ダイバーシティ経営企
業100選
経済産業省では、ダイバーシ
ティ経営に取り組む企業のす
そ野拡大を目的に、多様な人
材の能力を活かし、価値創造
に繋げている企業を「新・ダイバーシティ経営企業100選」と
して表彰しており、当社は、多様な働き方を可能とする制度
の整備や女性に対するキャリア開発支援への取り組みなど、
環境整備・組織風土醸成を継続的に行ってきたことが、経営
の成果として業績拡大に繋がったとの評価を受けました。
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